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第四に， これまでのスリランカの事例分析は， F D 1について丙定的であったが，本研究では顕著な貢
献を行っていることを明らかにした。具体的には，住年における紅茶とゴムのモノカルチュア経済は今H
では繊維など軽工業の産業構造に移行しているのであり，その源泉となったのがMNCとfD 1であるω
その結果. スリランカ経済は成長の加速を見せ.南アジアというよりASEA:.J諸国に近接した経前パフォー
マンスを〆点すに至ったのである。その意味では今日ではFD jの経済的成功の代表的事例として記憶され
ねばならなL、。ただ.成長と共に低労働コストのメリットは次第に失われてきているので，地域的優位性
を一層に強めるためにはインフラの整備や良好な労使関係などが求められているのである。
第立に，人的資源の開発などいくつかのマクロ経済指株によれば〉スリランカはl¥'U:S諸国にも比肩し
うる成果を示すが， 一人当たりで見た所得は大きな格差をホす。スリランカがMNCを受け入れて201，j'.聞
になるが，今後の政策課題は経済面に限定されて比較的単純な次元に求められるのである。 MNCの「成
長エンジン」としての役割を引き続き認めて，そこから積属的貢献を引き出す地域的対応の適切な整備が
一層求められるのである。なおなら，発展途上国はMドCの希求者であるが.MNCは発展途上国自体で
はなくダイナミックな国際競争力の希求者なのであるから。
論文審査の結果の要旨
本研究は，発展途上国の経済発展における多国籍企業の役割を，前半2章の理論編と後半2章の実証編
に分け，障々の角度から考察している。
本研究は以下の 3つの点で優れているの第1に.本研究は経済発展の観点から精力的に多国籍企業の諸
理論を整理・検討している。多肉籍企業に関する諸問論は多種多様あるものの，ほとんどの理論は企業ベー
スの研究であり，多国籍企業と経済発展との関連についての理論的研究は非常に少ない。木研究では産業
活動のダイナミックな側而.を考慮に入れながら，所有優位性，立地要因，内部化の3つの要因を総合的に
分析し多国籍企業と経済発展の理論的な相互関係を明らかにしている。とくに，ウ'7ーノンらのプロダ
クト・サイクル論とダニングらの IDPモデルの理論的な統合を試みている点は独創的である。
第2に，多国籍企業と経済発展についての理論的考察を通じて.r多国籍企業による国際分業の発展は，
階層的，動態的なシステムとして認識でき，こうしたシステムの中で各国の産業構造が高度化することが
経済発展に結びっく」といった仮説(国際的特化発展システム仮説)を提起し，スリランカや他のアジア
諸国の経済発展における多同籍企業の役割を具体的に分析している。海外出接投資や産業活動等の統計デー
タを的確に利岡して，外資導入を通じたアジア諸国の経済発展の独特のバターンの抽出に成功しており，
理論的な検討を実証分析に具体的に結び付けたことは評価できる。
第3に，アジアNIESやi¥SEAN諸「明等の経済発展については多数の実証的な研究があるが， スリラン
カ等の南アジア諸国については成長地域アジアの中の停滞地域としてのイメージが強く，経済発展に闘す
る研究は多くない。木研究は，スリランカの経済発展をアジア諸国全体の中で階層的に位置づけながら.
スリランカの歴史的な産業構造の高度化と外資導入政策の移り変わり等を詳細に分析している。発展途上
国の統治発展における多国籍企業の役割を理論的に整理し独自のフレームワークにより南アジア・スリラ
ンカの経済発展の分析を行ったことは評価できる。
ただし本研究には問題もある。最大の問題はマクロ的な統計データによる実証分析が中心で，発展途
上同研究において当然検討すべき，個別企業，個別産業レベルでの実証分析が不足している点であるo 多
国籍{t業ー が名|吋の IJーディング・インダストリーに及ぼす具体的な影響を分析するためには，マクロ的な
統計データでは限界があるυ また，本研究で結論づけられた多|五|籍企業の符併発展への役割lは楽観的にす
? ?《???
ぎ，その政策提言は断片的なものに留まっている。さらに.南アジア・ス 1)ランカの経済発展の阻害要因
の検討が不十分である。個別企業・産業のアジア諸国での活動を持ー済的側面だけでなく政治や社会等の非
経済的な側面も踏まえながら分析し，多国籍企業による国際分業システムとそれにもとずく国際貿易のア
ジア的な階層構造の実態をさらに検討することが望まれる。
以トのような問題点もあるが.本論文における多同籍企業と経済発展に関する理論的かっ実証的な分折
は高く評価でき，博|て(商学)の学院に十分に値するものであると結論できる。
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